




















































































2006年 2007年 2008年 2009年 2010年2011年
売上高 143，756150，969 149，919148，883129，255 113，782
売上総利益 13，391 13，027 ll，661 10，778 9，405 10，390
営業利益 4，923 4，561 3，184 2，514 1，519 2，772
経常利益 4β50 4，619 3，149 2，253 1，533 2，528
当期純利益 5，429 2β09 1，248 ▲62 183 1，271













































































































































































































































































i単独） 　官公庁（100万円）■曽一一■一一一一一一一一一一一幽一一一一一曹一一璽一璽 　6ス965－一一一一一一一一一一 　99，146－一一一幽■一一魑曽一 　115，002－一一曽幽曹一一一一一　97，510－一一暫曽曹一曹，一， 　125，164層需一曹一一曹一一一一　126，326－一一一一謄喩一響一一
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｝一一一一一一一一一一一一一嘘一璽一一璽一一－一一一雪曹 一，冒¶腎一一雫一一一 一一一一一璽一一一－冒 冒一一一一辱一一｝一一 一一一一一一一一一璽一 璽一一雪一腎層一一，｝ 一一一一一一一一一一一
完成工事高に占める割合 14．9％ 23．0％ 26．7％ 22．6％ 28ρ％ 3α0％
民間（100万円） 389633 332763315，854 333，762321，215294，984
一曹一一一一一雪F層一一一一一一一一一一一一一一■一一一 一一一■一一一一一一一 曹一一一一一一一一一■ 一曽一一一一曹一曹，層 一一一一一一一一一一一 一一■一■曽嘘一璽一璽 曹一層一曹冒一一一一一
完成工事高に占める割合 85．1％ 77．0％ 73．3％ 774％ 72．0％ 70．0％
完成工事高（100万円） 261ρ43217，665246，495215，481 194，58218 β40

















民間（100万円） 170，629143，881182，072 159，950119，264 103，108
一一一曽一9曹響曾F一一一一一一一一一■一一一一一■一一 一曹一曹，一一一一一一 一一一一一一■一一一曹 曽曽一曹一響，｝一一一 一一一一一一一一一一一 一一曹一曹一一曹一曹一 響一一一一一一一一一一





















順位 企業名 国名 売上高i百万ドル）
海外
范ｦ
1 China　Railway　Construction　Corp．Ltd．中国 5399α0 6．6％
2 China　Railway　Group　Ltd． 中国 52869．73．4％
3 Vinci 仏 45247．138．1％




7 Hochtief　AG 独 2606＆891．2％
8 China　Metallurgical　Group　Corp．中国 25531．7ll．6％
9 Bechtel　Grouo　Inc． 米国 22637．065．6％
10 Grupo　ACS スペイン 22496．326．1％
ll STRABAG　AG 独 18706．084．8％
12 Leighton　Holdings　Ltd． 豪州 18276．023．0％
13 FCC スペイン 17713．444．3％
14 Fluor　Corp． 米国 17235．855．9％
15 Skanska　AB スウェーデン 16332．0789％
16 Eiffage 仏 16209．018．3％
17 Kajima　Corp． 日本 16154．417．9％
18 Shimizu　Corp． 日本 15570．511．1％
19 Balfour　Beatty　PLC 英国 15109．042．8％
20 Bi脆nger＋Berger　Bau　AG 独 14503．168．0％
21 Taisei　Corp。 日本 13863．014．7％
22 Obayasi　Corp． 日本 13510ゆ15．5％
23 Takenaka　Corp． 日本 12037．07．8％
24 SAIPEM イタリア 11710．192．9％
25 Royal　Bam　Group オランダ 11335．054．5％
出所）　社団法人日本土木工業協会経営企画委員会「建設市場の変化に対応したビジネス
　　　　モデルの提案～「脱・請負」とグローバル化～」12ページより筆者作成。
（4）TPP参加に対する懸念
　　①受注競争激化への懸念
　前述の日本建設連合会事務総長の賛成コメントの一方で，地域建設業への影響や，公共
工事受注競争の激化などの点から建設分野でのTPPに対する否定的な意見は多い。公共工
事に対するTPPの無差別化について，公共工事の発注・入札制度に係る地域建設業の振興
政策との矛盾が指摘されている。NPO法人建設政策研究所の「TPPへの参加が建設分野に
与える影響に関する見解」（2011年3月25日）では，①分離分割発注の廃止と発注ロット拡
大の可能性，②ランク別入札方式，地域要件が廃止される可能性，③低価格競争を防止す
るための最低制限価格制度や失格基準が適用されない可能性，④総合評価方式の地域建設
振興の立場からの評価項目が改廃される可能性，が挙げられている。TPPに基づく入札制
度では国内外の建設業者が無差別に参加できることが前提となっており，すべての者が差
別なく入札に参加できるような仕組みづくりとなることが予想される。競争を制限するよう
な上記の地域建設業振興政策が改廃されるということは，地域の建設業の経営を圧迫する
可能性がある。
　こうした問題は地方県議会でも取り上げられている。2011年10月25日の沖縄県議会決
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算委員会で渡久地修同県議会議員が県発注の公共工事について地元優先，分離・分割の方
針についての質問のなかで，TPPによる入札への内外差別の撤廃が海外だけではなく，
国内の大手ゼネコンにも参入の機会を与え，これが地域ゼネコン企業を圧迫し，沖縄県内
の建設産業の崩壊を招くのではないかという問題を指摘している。受注競争の激化は地域
建設業者にとっては深刻な問題であり，建設政策研究所が埼玉県の建設業者に行ったアン
ケートでも「事業経営上の悩みや問題」について聞いてみると，最も多い回答は『受注価
格の低下』で22．7％，次いで『受注競争の激化』が19．8％，　『受注量の減少』が18，4％と
なっている〔28｝」。競争激化による受注価格の低下は地域建設業の経営悪化を招いている。
また京都大学の藤井稔教授は「TPP加入は，建設産業界に限定的なメリットしかももたら
さない一方で，建設産業界と日本の社会基盤整備に深刻な被害を与える（29｝」としている。
　　②TPP交渉自体への懸念
　TPP交渉自体に対しても，その内実に対する懸念がある。主導権を握るアメリカの思
惑である。京都大学中野剛志教授は「TPPは四つの小さな通商国家の集まりから，アメ
リカの世界経済戦略の一端へと変化しだ30）」と評し，その背景には「リーマンショック後
に縮小したアメリカ国内の消費需要にとって代わる牽引役を見出すという目的がある（31）」
としている。すなわちTPPは「アメリカの基本戦略である輸出倍増戦略の中に位置づけ
られている（32｝」のである。さらにこうしたアメリカの戦略について建設政策研究所の村松
加代子氏は「米国のアジア重視とは，成長著しいアジア太平洋地域に米国従属の経済シス
テムや安全保障体制を構築していくことであり，TPPはその戦略の一つである（33｝」と評し
ている。
　アメリカー国の主導で進められていくTPP交渉は，加盟国全体の経済発展をもたらす
ものではなく，むしろその一国のみの経済的利益のみならず国益の追求を想定した協定に
なりかねない。そのような方針に基づく協定に参加することは国内経済のみならず国益に
多大なる影響をもたらすものである。
4。おわりに
　本稿では，新成長戦略とその実現手段としてのTPP参加を建設業のグローバル化にかか
る二つの方針としてとらえ，これらの政策および方針がわが国建設業に与える影響や建設
業のグローバル化の問題点を明らかにした。
　まず新成長戦略は，パッケージ型インフラ整備という手段による世界展開を建設業の新
たな成長戦略に位置づけ，これを官民連携すなわち政府によるリスク負担を前提として
すすめることを提唱している。こうした方針は，大手ゼネコンの思惑が介在したものであ
り，大手ゼネコン優遇の政策であるといえる。
　このような新成長戦略の実現手段として参加交渉が進められているTPPは自由貿易協定
14 一経　　理　　知　　識一
であり，これまでの障壁をなくし自由な貿易を可能にするという点では，諸外国から日本へ
の参入という，新成長戦略とは逆の方向性を持つ。また海外建設企業は現地法人の買収を
繰り返し，上下流サービスを含めた事業展開を行っている。国内でも海外でも土木・建設
工事の請負が中心であるわが国建設企業が，TPP参加によって開かれた市場で激しい自由
競争に勝ち抜いていけるとは言い難い。さらにTPP参加によって入札制度の変更や，海外
企業の参入など，公共工事入札の環境が変化した場合，公共事業が売り上げの40％を占め
る中堅ゼネコンに大きな影響が及ぶであろう。それだけではなくTPPへの参加によって無
差別化が実現されると海外だけではなく大手企業による地域公共建設工事への参入が予想
され，地域建設業はより厳しい受注競争にさらされ，益々経営が圧迫されるだろう。
　新成長戦略およびTPPへの参加によって建設業では大手・準大手と中堅・地域建設業と
の問のすみ分けが崩れ，格差が拡大するということである。業界の淘汰と二極化をもたら
しかねない新自由主義的経済政策の最終形態がTPPであり，このような政策が推し進めら
れることによっては，建設業界そして日本経済の真の成長は実現されないものといえる。
（1）国家戦略プロジェクト委員会パッケージ型インフラ海外展開推進実務担当者会議『パッケージ型イ
　ンフラ海外展開推進実務担当者会議中間とりまとめ～日本の環境，安全・安心の技術で地球環境に貢
　献～』2010年6月18日，6ページ。
｛2）　同上。
（3）経済産業省『各国政府の取組』2010年4月6日。
（4）Bloomberg＜http：／／www．bloomberg．co．jp／news／123－L8GK5HO7SXKXO1．html＞（acssesed－2012．03．02）
〔5）週刊ダイヤモンド＜http：／／headersearch．diamondne．jp／v／00257543．html＞（acssesed　2012－0302）
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　10月1日，5ページ。
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　statement／201111／11kaiken．html＞（accessed－2012．05．07）。
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　No．735，2012年2月，2ページ。
（11）外務省『経済連携協定（EPA）と自由貿易協定（FTA）』3ページ。
｛12）同上。
（13｝植田，前掲論文（注），2～3ページ。
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　2011年12月，2ページ。
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　article／230293737．html＞（accessed－2012．05．07）
（24）内閣府「政府調達に関する協定」〈http：／／www5．cao．go．jp／access／japan／kyoutei．
　html＞（accessed－2012．05．07）および外務省「政府調達協定及び我が国の自主的措置の定める『基準額』並
　びに『邦貨換算額』」〈http：／／www．mofa．go．jp／mofaj／annai／shocho／chotatsu／kijyungaku．
　html＞（accessed－2012．05．07）。
（25｝“TRANS－PACIFIC　STRATEGIC　ECONOMIC　PARTNERSHIP　AGREEMENT”，　Annex　11．C，pユ1－
　26．
｛26）井家展明「公共投資」国立国会図書館『調査と情報』No．735，2012年2月，1ページ。
（27）吉田恭「建設業の海外展開と国土交通政策」　『建設オピニオン』2003年11月号，26ページ。
｛28）建設政策研究所「埼玉県政の公共事業政策に関する調査・研究報告書」2010年8月＜http：／／
　homepage2．nifty．com／kenseiken／report／1－2saitamaken％20koukyoukouji／
　saitamaH22koukyoujigyouseisaku．pdf＞（accessed－2012．05．07），68ページ。
（29）建設通信新聞，2011年2月24日，1面。
（30）中野剛志『TPP亡国論』集英社新書，2011年3月22日，58ページ。
（31）同上，58～69ページ。
（32｝同上，77ページ。
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